
モバイル市場の競争環境に関する研究会
最終報告書について

2020年３月2７日

（資料１－１）



• ５G時代における課題への対応

• eSIM普及への対応

• 接続料の適正性・透明性の向上 等

• 改正事業法の適切な執行

• 行き過ぎた囲い込みの是正

• 端末市場の活性化 等

「利用者料金等」に関する事項

「事業者間の競争条件」に関する事項

「モバイル市場の競争環境に関する研究会」最終報告書

利用者のニー
ズに合ったサー
ビス・端末の選

択の確保

技術進歩の成
果を利用者が
享受できる環境

の確保

事業者間の公
正な競争の促
進による利用
者利益の確保

 検討に当たっては、３つの基本的視点を設定。  「利用者料金その他の提供条件」と「事業者間の競争
条件」の２つの論点に分けて検討・取りまとめ。

• 2018年10月、「モバイル市場の競争環境に関する検討会」（座長：新美育文明治大学名誉教授）を設置・検討
を開始。

• 2019年１月、「緊急提言」取りまとめ。
 通信料金・端末代金の完全分離、過度な期間拘束の是正に係る電気通信事業法改正

• 2019年４月、「中間報告書」取りまとめ。
 モバイル接続料における将来原価方式の導入等に係る省令等改正

• 2020年２月、「最終報告書」取りまとめ。
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①改正事業法の施行

• 違反事案に対する迅速かつ適切な措置
• 利用者の改正法適合プランへの移行促進
• 代理店の手数料体系の見直し
• 固定通信サービス等のセット販売等の動向を注視

②行き過ぎた囲い込みの是正

• SIMロック解除・MNPのウェブ手続の簡素化、手数料の在り
方 を継続検討

③端末市場の活性化

• 流通する中低価格帯や中古端末の多様化を注視

• 中古端末の民間事業者団体の取組の継続支援
（認証制度（2020年２月開始予定））

• MVNO・個人間取引を含む中古端末の流通促進方策の検
討

④通信料金と端末代金の総額表示

• 総額表示を実現（更新契約等について20年1月以降順次）

⑤広告表示の適正化

• 事業者や事業者団体による広告表示適正化の取組を
継続支援

⑥施行後の状況の評価・検証

• 改正法前後の改善状況を評価・検証
※ 市場検証会議の下で実施予定

最終報告書の全体概要

「事業者間の競争条件」に関する事項「利用者料金その他の提供条件」に関する事項

①５G導入当初における課題

• MNOと同時期（2020年春）のMVNOによる円滑な５Gサービ
ス開始に向け、ＭＶNＯへの着実な情報提供、５Gの接続料
に与える影響の検証等を確保（要請等）

• MNOによる他のMNOネットワークの利用について、ネット
ワーク整備の懈怠等が生じていないか引き続き注視

②本格的な５G時代における課題

• ５G時代におけるネットワーク仮想化技術等の進展に対応し、
5Gの特徴を活かした新サービスをMVNOにおいても提供で
きるよう、ＡＰＩの利用による効率的なネットワーク利用の方策
について、来年春以降検討を深化

③eSIM※の普及への対応

※ eSIM：遠隔で加入者情報の書換えが可能な、端末組込型のSIM

• 現在IoT端末やタブレット端末等に利用されているeSIMにつ
いて、今後の更なる普及を見据え、MVNOにおいてもeSIMの
利用が可能となるよう、事業者間協議を促進

④接続料算定の適正性・透明性の向上等
（中間報告書の指摘への対応）

• 2020年４月以降、将来原価方式の導入等により接続料の体
系が大きく変化することを踏まえ、接続料の検証を着実に実
施

• 音声卸料金の適正性について、「包括的検証」の指摘を踏ま
え、接続との代替性、卸料金水準の適正性を検証
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モバイル市場の競争環境に関する研究会

第１回
（10/10）

事務局説明
ﾋｱﾘﾝｸﾞ①

第２回
（10/18）

ﾋｱﾘﾝｸﾞ②

第３回
（11/14）

ﾋｱﾘﾝｸﾞ③

第４回※

(11/26)

緊急提言（案）

第５回
（12/26）

ﾋｱﾘﾝｸﾞ④

第６回※

(1/17)

緊急提言

第７回
（1/22）

討議①

第８回
（2/1）

討議②

第９回
（2/22）

中間報告書
骨子（案）

第10回
（3/14）

中間報告書
（案）

第11回
（4/19）

中間報告書

第12回※

(5/21)

改正法施行に
向けた検討①

2018年 2019年

第13回※

(5/30)

ﾋｱﾘﾝｸﾞ⑤

議論の経緯

2019年

第14回※

(6/11)

改正法施行に
向けた検討②

第15回※

(6/18)

改正法施行に
向けた検討③

第16回※

(8/29)

ﾋｱﾘﾝｸﾞ⑥

第17回
(9/11)

ﾋｱﾘﾝｸﾞ⑦

第18回
(9/20)

ﾋｱﾘﾝｸﾞ⑧

※「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」との合同会合

第19回
(10/21)

検討の
方向性①

第20回※

(11/20)

ﾋｱﾘﾝｸﾞ⑨

第21回
(12/2)

検討の
方向性②

第22回
(12/17)

最終報告書
骨子（案）

第23回
(12/25)

最終報告書
（案）

第24回
(2/18)

最終報告書

2020年

構成員等 （座長） 新美 育文 明治大学 名誉教授

（座長代理） 相田 仁 東京大学大学院 工学系研究科 教授

大谷 和子 株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長
大橋 弘 東京大学 公共政策大学院・大学院経済学研究科 教授

北 俊一 株式会社野村総合研究所 パートナー

佐藤 治正 甲南大学 マネジメント創造学部 教授

関口 博正 神奈川大学 経営学部 教授

長田 三紀 情報通信消費者ネットワーク

西村 暢史 中央大学 法学部 教授

西村 真由美 公益社団法人全国消費生活相談員協会 IT研究会代表

（オブザーバ）公正取引委員会、消費者庁

（敬称略）
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利用者料金その他の提供条件に関する事項



モバイル市場における競争の促進の考え方

モバイル市場の公正競争の促進

 行き過ぎた端末購入補助の適正化

 通信料金と端末代金の区分の明確化

 期間拘束（２年縛り、４年縛り）の見直し

 SIMロック解除の推進

 MVNOの促進（接続料の見直し等）

 楽天モバイルの新規参入

１．料金・サービス本位
の競争への転換

２．乗り換えの円滑化 ３．新規参入の促進
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改正事業法の施行



電気通信事業法の一部を改正する法律

■ 事業者間の競争が不十分
☜ 大手3社による寡占（シェア9割）
☜ 端末代金と通信料金が一体化し、
利用者に分かりにくく不公平。

■ 競争を促進するための基本
的なルールを整備

○ 通信料金と端末代金の完全
分離、期間拘束などの行き過
ぎた囲い込みの是正のための
制度を整備。

事業者・代理店の
勧誘の適正化

■ モバイル・FTTH等の苦情・相談
は高い割合で推移

■ 利用者の利益の保護のための
ルールを強化

○ 自己の名称等を告げずに勧
誘する行為等を抑止することで、
利用者利益の保護を強化。

代理店への
届出制度の導入

■ 代理店への指導は一義的に
は事業者に委ねられ、行政の
現状把握が不十分

■ 代理店の業務の適正性の確
保に資する制度を整備

○ 代理店に届出制度を導入す
ることで、代理店の不適切な業
務の是正の実効性を担保。

☜ 分野別の相談件数（2017年度）で見ると、
「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線（FTTH含）」は3.3万件
（３位）、「移動通信ｻｰﾋﾞｽ」は2.4万件（８位）
（出典：全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET））

モバイル市場の
競争の促進

 モバイル市場の競争の促進及び電気通信市場の環境の変化に対応した利用者利益の保護を図るために、
電気通信事業法の一部を改正（2019年5月17日公布、10月1日施行）。
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電気通信事業法第27条の３等のルールの概要

通信料金と端末代金の分離 行き過ぎた囲い込みの禁止

競争を行う際の最低限の基本的なルールとして、携帯電話事業者・代理店に対して以下の規律を設け、モバイル市場の公正な
競争を促進。違反した場合は業務改善命令の対象。

 端末の購入等を条件とする通信料金の割引を禁止

 通信契約とセット購入時の端末代金の値引き等の利
益の提供を上限 2万円に制限

（先行同型機種の買取価格を下回ることも不可。）

 端末代金の値引き等の利益の提供の例外

① 廉価端末
→ 0円以下とならない範囲で利益提供可

② 通信方式変更/周波数移行に対応するための端末
→ 0円未満とならない範囲で利益提供可

③ 不良在庫端末
→ 最終調達から2年で半額までの利益提供可、
→ 製造中止から12か月で半額まで、24か月で8割
までの利益提供可

※ 新規契約を条件とする通信料金の割引、利益の提供について
も同様のルール

 期間拘束契約の期間の上限 ２年

 期間拘束契約の違約金の上限 1,000円

 期間拘束のない契約の提供の義務付け

 期間拘束の有無による料金差の上限 170円/月

 更新を伴う契約が満たすべき条件

① 契約締結時に、契約期間満了時に期間拘束を伴う
契約で更新するどうかを利用者が選択可能

② ①の選択によらず料金その他の提供条件が同一

③ 契約期間満了時に、期間拘束を伴う契約で更新する
かどうかを利用者が改めて選択可能

④ 違約金なく契約を解除可能な更新期間が少なくとも
３か月間設けられている（自動更新なしの場合は1か月）

 継続利用割引時の利益の提供 １か月分の料金/年
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 モバイル市場の競争の促進及び電気通信市場の環境の変化に対応した利用者利益の保護を図るための電気通信事業法の
一部を改正する法律（2019年5月10日成立、同月17日公布）が同年10月1日に施行。

 対象役務は、携帯電話サービス及び全国BWAサービス（ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、ﾌｨｰﾁｬｰﾌｫﾝ、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ、ﾓﾊﾞｲﾙﾙｰﾀ）

 対象事業者は、MNO、MNOの特定関係法人、MVNOのうち利用者数の割合が0.7％を超える者（合計24社）及び販売代理店



端末の値引き

メーカの
卸値

事業者の
粗利

事業者、
代理店による
値引き

通信料金
端末の

小売価格
端末の

実売価格

財務余力
あり

端末の値引きを制限しない場合

端末の値引きを制限する場合

通信料金の
引下げ圧力

財務余力
あり

事業者、
代理店による
値引き

端末の定価自体の
引下げ圧力

通信料金の
さらなる
引下げ圧力

事業者が端末を大幅に値引き、利用
者を誘引するビジネスモデルが継続

通信市場と端末市場の競争が促進

■通信料金

・端末の大幅値引きによる誘引が困難

→ 通信料金による競争の促進
→ 通信料金のさらなる引下げ圧力

■端末の価格

・端末の大幅値引きが困難

→ 価格上昇による販売減を避けるため、メー
カ卸値等の引下げ圧力

→ 端末の定価自体の引下げが進展

制限

通信料金 端末の
実売価格

現状

端末の
実売価格通信料金

×

事業者、
代理店による値引き

■通信料金

・競争が不十分なため、引下げ圧力が限定的

・通信料金の比較による競争が機能せず

■端末の価格

・端末の大幅値引きにより利用者を誘引

・通信料金を原資とした値引きを前提にするため、
端末の定価が高止まり

通信料金を
原資とした値引き

通信料金を
原資とした値引き

適正な利潤
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携帯電話事業者３社の料金プラン

ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ
ソフトバンク

ソフトバンク Ｙ!mobile

法施行前の料金プラン

分離プラン

・ 分離プラン提供中（19.6.１）
①多段階型（ギガライト）

2,980円（1GB）～5,980円（7GB）
②定額型（ギガホ）

6,980円（30GB）

※期間拘束ありのプランの料金

・ 分離プラン提供中(17.7.14)
①多段階型（新ピタットプラン）

2,980円（1GB）～5,980円（7GB）
②定額型（auフラットプラン7プラス・auフラット

プラン20・auフラットプラン25 Netflixパッ
ク・auデータMAXプラン※１）
5,480円（7GB）、6,000円（20GB）、7,150円
（25GB）、
8,980円（データ容量上限なし）

※期間拘束ありのプランの料金

・ 分離プラン提供中(18.9.6)
①多段階型（ミニモンスター）

3,980円（1GB）～8,480円（50GB）
②定額型（ウルトラギガモンスター＋）

7,480円（50GB）

※期間拘束ありのプランの料金

・ 分離プラン未対応
○定額型（Ｓ～Ｌ）

2,980円（2GB）、
3,980円（6GB）、
5,980円（14GB）

※期間拘束ありのプランの料金

端末との
セット型プラン

・ 新規受付終了（19.5.31） ・ 新規受付終了（19.9.30） ・ 新規受付終了（19.1.31） ・ 新規受付終了（19.9.30）

10月以降の料金プラン

料金水準

・ 改正法適合プランを提供開始
（19.10.１～）

⇒ 期間拘束なしのプランの料金水準を引下げ
- 期間拘束なしのプランと期間拘束ありのプランの値

差が1,500円→170円
- dカードで支払った場合、期間拘束なしのプランを期

間拘束ありのプランと同水準に引下げ

⇒ 期間拘束ありのプランは法施行前プランの
料金を据置き

・ 改正法適合プランを提供開始
（19.10.1～※２）

⇒ 期間拘束なしのプランの料金水準を引下げ
- 期間拘束なしのプランと期間拘束ありのプランの値

差が1,500円→170円

⇒ 一部の期間拘束ありのプランは法施行前プ
ランの料金から引下げ

- データ容量上限なしのプランは料金水準を約２割引
下げ

・ 改正法適合プランを提供開始
（19.9.13～）

⇒ 期間拘束なしのプランは旧期間拘束ありのプラン
と同水準に引下げ

- 旧期間拘束なしのプランと旧期間拘束ありのプラン
の値差は2,700円

⇒ 期間拘束ありのプランは廃止

・ 分離プランを提供開始（19.10.1～）

⇒ 期間拘束なしのプランは旧期間拘束ありプラン以下
の水準に引下げ

- 旧期間拘束なしのプランと旧期間拘束ありのプラン
の値差は2,500円

- 現行のLプランは受付停止し、Rプランを新設（4,680
円（14GB））

⇒ 期間拘束ありのプランは廃止

違約金の水準 ・ 9,500円 ⇒ 1,000円 ・ 9,500円 ⇒ 1,000円 ・ 9,500円 ⇒ 期間拘束契約を廃止（違約金を撤廃）

既往契約の
移行促進

・ 法施行前プランから改正法適合プランへの変

更時の違約金留保

（ただし、法施行前プランの拘束期間内に解約

する場合の違約金は9,500円）

・ 法施行前プラン（期間拘束あり）から改正法適

合プラン（期間拘束あり）への変更時の違約金

免除

・ 法施行前プランから改正法適合プランへの変

更時の違約金免除

・ ２年以上契約又は機種変更と同時に改正法
適合プランへ変更時の違約金免除

残債免除プログラム

・ 36回割賦で端末の返却を条件に割賦残債を
最大1/3免除（19.6.1～）

⇒ 回線契約の継続利用条件はなし

・ 36回割賦で端末の返却を条件に割賦残債を
最大1/3免除（19.11.1～）

⇒ 回線契約の継続利用条件を撤廃

・ 48回割賦で端末の返却・新機種購入を条件
に割賦残債を最大1/2免除（19.9.13～）

⇒ 回線契約の締結の条件を撤廃
⇒ プログラム利用料あり

（390円×24回）

－

2020年2月18日現在 10

※1 Netflixの一部プランが付帯したauデータMAXプランNetflixパックも提供（7,880円（データ容量上限なし））。 ※２ 一部プランは19.9.13から提供開始。



・ iPhone XS Max

・ iPhone XS

・ iPhone 11 Pro Max

・ Google Pixel 3 XL

・ Xperia XZ3
・ iPhone 11 Pro

・ Google Pixel 4 XL

・ Xperia 5

・ iPhone XR

・ Google Pixel 3

・ AQUOS zero

・ iPhone 11

・ Android One X5 ・ Google Pixel 4

・ iPhone 7

・ シンプルスマホ４

・ かんたんスマホ

・ LG Q Stylus

・ Android One S5 ・ Xperia 8

・ HUAWEI P30 lite

・ HUAWEI nova lite 2

・ DIGNO J

・ Android One S5

・ LG K50

スマートフォン機種数の価格帯別の分布

12万円～
・ iPhoneXS Max

・ Google Pixel 3 XL

・ iPhone 11 Pro Max

～12万円
・ iPhoneXS

・ Galaxy Note9

・ iPhone 11 Pro
・ Galaxy Note10+ 

～11万円
・ Galaxy S10+

(OlympicEdition) 

～10万円
・ iPhoneXR

・ Xperia XZ3

・ Google Pixel 3

～9万円
・ HUAWEI P30 Pro

～8万円
・ iPhone11

・ Xperia 5

～7万円

～6万円

～5万円

～4万円
・ AQUOS sense2

・ LG it

・ LG style2 L-01L

～3万円
・ AQUOS sense3

～2万円
・ Galaxy A20 

11

※１ 下半期は７月～12月。 ※２ 価格は発売時の価格。

ＮＴＴドコモ

2018年
下半期発売

2019年
下半期発売

ＫＤＤＩ ソフトバンク
（Y!mobile含む。）

・ iPhone XS Max

・ Galaxy Note9

・ iPhone 11 Pro Max

・ Galaxy Fold

・ iPhone XS ・ iPhone 11 Pro

・ Xperia XZ2 Premium

・ iPhone XR

・ Xperia XZ3

・ iPhone 11

・ Xperia 5

・ TORQUE G04

・ Xperia 8

・ AQUOS sense2

・ LG it

・ HUAWEI P30 lite 
Premium

・ Galaxy A20

2018年
下半期発売

2019年
下半期発売

2018年
下半期発売

2019年
下半期発売

（2019年12月現在）



行き過ぎた囲い込みの是正



各社の端末購入サポートプログラムの状況

「スマホおかえしプログラム」（NTTド
コモ）

かえトクPG（KDDI） 「トクするサポート＋」（ソフトバン
ク）

当該端末の返却

割賦残債
の免除

０か月 24か月 36か月

端末の割賦払い ①当該端末の返却

割賦残債の免除

０か月 24か月 48か月

端末の割賦払い

開 始 時 期 ： 2019年6月1日

対 象 ： 通信契約の利用者

プログラム利用料 ： なし

買 換 要 件 ： なし

開 始 時 期 ： 2020年3月27日（予定）

対 象 ： 通信契約の利用者

通信役務の利用者以外

プログラム利用料 ： なし

買 換 要 件 ： なし

端末の割賦払い

①当該端末の返却

残債の
免除

０か月 24か月

端末の割賦払い

開 始 時 期 ： 2020年2月21日

対 象 ： 通信契約の利用者

通信役務の利用者以外

プログラム利用料 ： なし

買 換 要 件 ： なし

48か月

②端末再購入の
場合は残債免除

端末の割賦払い

※再購入の義務はなし

②端末再購入の
場合は残債免除

※再購入の義務はなし

※ 2020年3月5日のプレスリリースより作成。
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 「モバイル市場の公正競争促進に関する検討会」において、移転元事業者による引き止め機会の
ないMNP ※１を可能とすべく、ウェブによるMNP手続を実現することが有効である旨指摘された。

 当該指摘を受け、2018年8月28日、「携帯電話・PHSの番号ポータビリティの実施に関するガイドラ
イン」を改正※２。

「携帯電話・PHSの番号ポータビリティの実施に関するガイドライン」について

現状

2019年
６月以降

移転元

携帯電話事業者

移転先

携帯電話事業者

利用者

移転元との手続
店頭・電話等

移転先との手続

移転元

携帯電話事業者

移転先

携帯電話事業者

利用者

引き止め
機会なし

移転元との手続
ウェブによる手続
を追加

移転先との手続

引き止め機会
の発生

※１ ＭＮＰ（Mobile Number Portability) ： 電話番号を変更せずに携帯電話事業者を乗換える制度。2006年10月より開始。
※２ 「携帯電話の番号ポータビリティの導入に関するガイドライン(2004年5月28日策定)」の一部を改正し、名称を変更。
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ＳＩＭロック解除ガイドライン改正の概要

ロックなし

ロックなし ロック解除

信用確認措置

店頭： 3000円
オンライン： 0円

店頭： 3000円
オンライン： 0円

※ 手数料の額は、参考として主要MNOの現在のSIMロック解除の事務手数料の額を記載。

一括購入

割賦購入

店頭： 0円
オンライン：0円

クレジットカードでの支払設定 等

信用確認措置

100日までの解除 100日以降の解除

● ＳＩＭロック解除ガイドラインを改正し、次の内容を義務付け 【２０１９年１１月２２日に改正】

 通信契約の有無にかかわらず、一括購入の場合又は端末の購入時に信用確認措置（クレジットカードでの
支払設定等）に応ずる場合には、手数料無料でＳＩＭロックが解除された端末を販売すること

 通信契約の有無にかかわらず、信用確認措置に応ずる場合には、ＳＩＭロックを即時解除すること

 中古端末のＳＩＭロック解除について、オンライン手続を可能とすること

● 回線非契約者は２０２０年１１月２２日から、回線契約者は２０２０年４月６日から、中古端末のSIMロック解除は
２０２０年１０月１日から新規律を適用

ロック解除 中古端末を含む。

購入時 100日

店頭： 3,000円
オンライン：0円

0円
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端末市場の活性化



中古端末の流通経路

国
内
利
用
者

海
外
事
業
者
、
国
内
利
用
者

中古端末取扱事業者

Ｃ２Ｃプラットフォーム

ＭＮＯ３社

端末メーカ等

仲介事業者

下取り
[約640万台※1] 売却

[約640万台※2]

ＭＶＮＯ

販売
[約135万台※5]

※1、※2： 2018年における台数
※3： 2018年度における携帯電話及びPHSのリサイクル実績（回収実績）（モバイル・リサ

イクル・ネットワーク公表値）
※4： 2018年度におけるリユースモバイル・ジャパン正会員企業11社の合計買取台数
※5： 2018年度におけるリユースモバイル・ジャパン正会員企業11社の合計販売台数

買取
[約178万台※4]

回収
[約531万台※3]

①

②

③

リサイクル

17
（2019年12月現在）



中古端末ガイドラインの改訂・認証制度の創設

○ バッテリー状態の確認・結果の表⽰を推奨。
○ 販売後の不払等によるネットワーク利⽤制限についての保証を、動作保

証とは別につけることを推奨。
○ リファービッシュ品（メーカ等の修理品）について中古端末取扱事業者

が確認・表⽰すべき事項（メーカ保証の有無等）等を明⽰。
○ 事業者間取引⽤の詳細な格付基準を整備（５段階→11段階）

■審査基準

□ 「リユースモバイルガイドライン」
に準拠しているか

□ 会社概要（リユースモバイル事
業売上・事業実態・反社対応
等）

□ 社内における統制環境を整備
し、管理体制が整っているか

※ 商品化センター(本社)、代表
直営店(直営店がある場合の
み) 、代表FC店(FC店がある場
合のみ)のそれぞれの拠点が対象

○ ガイドラインに適合しているか等について認証
○ 外部有識者等による審査委員会による審査
（実地の確認も実施）

○ 2年間の更新制（更新審査あり）
○ 2019年12⽉半ばより受付、2020年より
認証付与

リユースモバイルガイドライン リユースモバイル事業者認証制度

改訂版（2019年11⽉28⽇公表）改訂版（2019年11⽉28⽇公表）

○ 中古端末の外装についての格
付基準（5段階）を規定

○ 中古端末内の利⽤者情報の
処理⽅法を規定

○ 法令遵守等について規定
（古物営業法等）

初版（2019年3⽉8⽇公表）初版（2019年3⽉8⽇公表）

 「リユースモバイル関連ガイドライン検討会」※は、バッテリー状態の確認結果の表⽰等を追加した「リユースモバイル
ガイドライン」の改訂版を策定し、2019年11⽉28⽇に公表。

 改正版の公表に合わせ、ガイドライン遵守を担保するための事業者の認証制度を導⼊（実施主体は、「リユースモ
バイル・ジャパン」）。
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通信料金と端末代金の総額表示



携帯電話の料金プランの理解促進（拘束期間における利用者の負担総額の目安の表示）

 「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」中間報告書において、期間拘束のある契約の締結時に、

利用者が負担の総額を正確に理解し、比較検討できるようにするため、携帯電話事業者においては、単月の支払額のみでなく、拘束

期間全体において利用者が支払う通信料金と端末代金の総額の目安を併せて示すことが適当とされたことから、総務省において消

費者保護ガイドラインを改定し、この旨を義務化（１０月１日より運用開始） 。

 NTTドコモ・KDDIは総額表示を開始。ソフトバンクは期間拘束ありの料金プランを廃止したため総額表示の対応は不要。（なお、期間拘束

のある旧契約を更新する際にも総額表示が必要であるが、これについては各社とも対応を準備中。）

 報告書においては、期間拘束のある契約の全てについて速やかに総額表示が実現されるよう、総務省において各社の取組を注視

することが適当とされた。

拘束期間における支払総額の目安の提示のイメージ

 他社から乗りかえ
 端末○○
 1年間のみの割引
 学割（3か⽉のみ）

Ｗｅｂシミュレーション結果における
支払総額表示

2〜3か⽉⽬ 3,500円/⽉

4〜12か⽉⽬ 5,480円/⽉

13〜24か⽉⽬ 6,480円/⽉

２年間総額︓138,580円
（内訳）
 通信料⾦総額︓107,520円

（割引総額︓▲17,940円）
 端末代⾦総額︓ 46,000円
 その他⼿数料等︓ 3,000円

支払総額の追記

＜現状のＷｅｂシミュレーション結果画⾯（例）＞

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

通信料金 端末代金 その他手数料等

＜現状の説明資料における⽀払額イメージ（例）＞
（円/⽉）

（お支払い金額）

契約時の説明資料における支払総額表示

残りの期間の割賦⽀払⾦︓ 26,000円

25〜37か⽉⽬ 6,480円/⽉

38か⽉⽬以降 4,480円/⽉

13〜24か⽉⽬ 6,480円/⽉

以下の条件で２年間の期間拘束契約を締結した場合を
想定
○ 通信料⾦（4,480円/⽉）
○ 1年間割引（通信料⾦から1年間1,000円/⽉割引）
○ 学割（通信料⾦から3か⽉間1,980円/⽉割引）
○ 端末代⾦（総額︓72,000円、36回割賦払いで

2,000円/⽉）
○ ⼿数料（初⽉のみ3,000円）

※初月のみ手数料3,000円が発生

初⽉ 4,500円/⽉
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広告表示の適正化



広告表示の適正化
 販売代理店の店頭広告等において、一部の利用者にしか適用されない安価な料金プラン（条件付最安値）を

強調した広告が行われている。特に、「端末実質０円」や高額のキャッシュバック等を訴求する広告表示がみら
れる。

 「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」報告書では、利用者が誤認すること
のないよう消費者庁の見解も踏まえ、携帯電話事業者による店頭掲示物等の自主的な確認の強化、業界団
体による自主基準の改訂や自主基準違反に係る措置の検討等が行われることが適当とした。

 また、総務省において、2019年10月から不適切な広告等に関する情報提供窓口を設置したことから、当該窓口
に寄せられる不適切な広告表示に係る情報を踏まえ、事業者と連携していくことが適当とした。

携帯電話事業者（MNO）による主な取組 業界団体（電気通信サービス向上推進協議会）による取組

①事前チェック（2018年12月から実施済）

 店頭掲示物：原則として携帯電話事業者の指定する様
式に限定する（指定外の広告については、事前チェックを徹底）。

 販売代理店のSNS広告：端末売価訴求及び還元訴求を
禁止する等事前のルールを定める。

②事後チェック（2019年度上期中に実施）

 店頭掲示物及びチラシ：電気通信事業者による自主的
な確認を行い、不適切事例の是正及び再発防止を図る。

 その結果について、業界団体（電気通信サービス向上推進協議

及び電気通信事業者協会）へ報告する。

①広告チェック体制への消費者モニターの導入（2019年度内）

 全国向けテレビ広告及び新聞広告の事後審査に消費者
目線を採り入れる体制を整備する。

②次の課題に関し、自主基準等の改訂を準備中（2019年度内）

 店頭掲示物：キャッシュバック等に関する注記の在り方等。
 テレビＣＭ等の条件付最安値表示：料金の安さの強調に

よる制約条件の分かりづらさ等。
 「〇〇放題」の標記：「放題」に制限がついている場合に

消費者に誤認を与えない表示等。
 ウェブ広告：強調表示と注釈表示との近接性等。

③携帯電話事業者による店頭広告に関する事後チェックの
取組結果の報告を受け、外部から監査する。

事業者
による

事前チェック

事前チェック 事後チェック

原則、事業者指定
様式に限定

（2018年12⽉〜）

事前ルール化
（2018年12⽉〜）

（端末売価訴求および還元訴求不可等）

事業者による⾃主的な調査
↓

業界団体への報告
（2019年度上期中予定）

※報告内容、対象等詳細については、業界団体と検討

キャリア
ショップ
作成

事業者
作成

店頭掲出物

チラシ

SNS

WEB

CM
テレビ・ラジオ等 社内事前

審査

＋

サービス向上推進協議会への報告

© 2019 TCA
新たな⾃主的取り組み

出典：第8回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋 出典：第14回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料より抜粋
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施行後の状況の評価・検証



改正法により講じた措置の評価・検証

■ 改正法の施行後、「電気通信事業法の一部を改正する法律によるモバイル市場の公正な競争環境の整備に
関する基本的考え方」に基づき、継続的に、必要なデータの収集等を行い、それを基にして評価・検証を行う。

■ 評価・検証の結果を踏まえ、措置の見直しの必要性を検討していく。

定量的なデータ

＜施行前＞
・ 契約数の状況

＜施行後＞
・ 改正法に適合した料金プランの状況
・ 契約数の状況
・ ARPUの状況
・ 端末販売台数の状況
・ 端末代金の値引き等の状況
・ 端末の平均利用期間の状況
・ 既往契約の移行の状況 等

評価・検証

＜施行前＞
○ 駆け込みの状況

＜施行後＞
○ 新法の遵守状況

○ 通信市場の状況
・ 市場の動き
・ 通信料金の動向 等

○ 端末市場の状況
・ 市場の動き
・ 端末販売の動向 等

○ 既往契約の移行の状況

・ 意識の変化 等

個別調査

・ 店頭における対応
・ 中古市場の状況 等

利用者アンケート

・ 電気通信事業者、販売代理店、端末メーカ 等

事業者ヒアリング

・ 意識の変化 等

利用者アンケート
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事業者間の競争条件に関する事項



第二種指定電気通信設備制度

（１）MVNOによるサービス提供形態

（２）接続料の算定方法

接続料単価

需要（設備容量等）

適正な原価 適正な利潤＋
≦

 MVNOは、MNOの設備に自らの設備を接続することにより、携帯電話サービスを実施。

 電気通信事業法では、一定割合以上の端末シェアのMNOの設備を指定し、接続料の算定・届出
義務等を課す「第二種指定電気通信設備制度」が措置。

 接続料は、「適正原価・適正利潤」を超えてはならず、具体的な算定方法を省令で規定。

 データ接続料（回線容量単位）は、一貫して減少（2014年度～2017年度までの３年間では、約33～47％減）。

1,267 

940 

746 

484 

285 

95  78  67  55  52 

117  96  86  77  61 

135  115  95  77 
61 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

NTTドコモ

KDDI

ソフトバンク

（単位： 万円）

算定方法を定めたガイドライン策定
（2010年3月）

データ接続料（帯域幅単位）届出開始

（３）データ接続料（回線容量単位）の推移（10Mbps当たり・月額）

ガイドラインの省令化
（2016年3月）

※ 2015年度の音声接続料及び2014年度のデータ接続料の値は、2016年5月の第二種指定電気通信設備接続料規則施行後の届出値。

二種指定事業
者の設備

MVNO
の設備

サービス提供

利用者

接続

接続料
の支払い
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４Ｇから５Ｇへの移行（移行シナリオの例）

現在 【LTEの面展開】 ２０２０年 【５Ｇ導入当初】 ２０２Ｘ年 【５Ｇ普及期】

【2020年】
• 通信需要の高いエリアを対象に、5G用の周波数帯を用いた「超高速」サービスが提供。
• 新たな無線技術（NR)に対応した基地局は、LTE基地局と連携するNSA（Non-Standalone）

構成で運用。
【202X年】

• ネットワークスライシング等に対応した5Gコアネットワークが導入され、SA （Standalone）
構成のNR基地局の運用が開始。既存周波数帯域へのNR導入が進展。

• 超高速、多数同時接続、高信頼・低遅延等の要求条件に対応した5Gサービスの提供開
始。

NR
基地局

LTE
基地局

4Gコアネットワーク（EPC） ５G コアネットワーク

LTE
基地局

4Gコアネットワーク（EPC）

NR
基地局

NR基地局

NSA SA

LTE基地局

マクロセル

スモールセル

マクロセル

スモールセル

既存周波数帯

既存周波数帯
新しい周波数帯 新しい周波数帯

制御情報/ユーザ情報 ユーザ情報 制御情報/ユーザ情報

（新世代モバイル通信システム委員会報告 概要資料より）
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５Ｇ導入当初における課題



5G導入当初におけるMVNOへの機能開放について

• ＭＶＮＯも、二種指定事業者と同時期に５Gサービスを円滑に提供できるようにすることが重要。

• 二種指定事業者におけるＭＶNＯへの着実な情報提供、適切な接続料設定を確保。

MVNOへの着実な情報提供MVNOへの着実な情報提供 適切な接続料設定適切な接続料設定

• 5Gサービスについて、二種指定事業者は2020
年春に提供開始予定。

• MVNOも同時期に利用者への提供を開始でき
るよう、機能開放が行われることが適当。

• 2019年12月18日、総務省において、二種指定
事業者に対し、5Gサービスの提供に必要な情
報のMVNOに対する速やかな提供等を要請
（引き続き対応を注視。）。

• 5G導入当初の接続料は、4Gと5G一体で
の設定に一定の合理性。

• しかし、4G単独での設定と比べて高額とな
ることが想定。

• 4Gと5G一体での設定を認めつつ、接続料
の検証過程において、4G単独での設定と
比べてどの程度差額が生じるのか検証。
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本格的な５Ｇ時代における課題



本格的な５G時代における機能開放の在り方（MVNO委員会の提案）

MVNO委員会は、本格的な５G時代における仮想移動通信事業者の在り方として、ネットワークの仮
想化等を背景に、「ライトVMNO」及び「フルVMNO」を提案。
【ライトVMNO】

専用設備の接続ではなく、コアネットワーク上の機能をコントロールするためのAPIを利用する形態での機能開放。
 ネットワークスライシングの活用等により、5Gの特徴を活かした付加価値の高い新たなサービスを提供できるように

なることが期待。
【フルVMNO】

MVNOがコアネットワークを自ら構築し、それを二種指定事業者の基地局設備に接続する形態による機能開放。
 5Gの特徴を活かした付加価値の高い新たなサービスを、二種指定事業者に依存することなく、高いサービス設計

の自由度で提供できるようになることが期待。
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本格的な５G時代における機能開放の在り方（検討の実施）

• 本格的な５G時代において、ネットワーク仮想化技術等の進展に対応し、MVNOにおいても、５G
の特徴を活かした新たなサービスを提供できるようにするため、MVNO委員会提案の「ライト
VMNO」・「フルVMNO」や、第二種指定電気設備制度における規律対象（※１）・接続料の設定方
法（※２）等、本格的な５G時代における機能開放の在り方について、検討を実施。

※１ 規律対象について

• 同制度では、「設備の接続」が規律対象となっているが、5G時代においては、ＡＰＩによる機能開放等、接続の様
態に変化が生じることが想定。

• 同制度では、「二種指定事業者の設置する設備」が規律対象となっているが、5G時代においては、ネットワーク
の仮想化技術を背景に、クラウド等他者の設置する設備の利用が拡大することが想定。

※２ 接続料の設定方法について

• 設備の汎用化により、機能と設備の結びつきが弱まってくるものと考えられ、原価・利潤算定において、設備の
管理運営費等をどのように算定するのか等の課題が想定。

• サービスがネットワークスライシングにより提供されるときに、何を需要とするのかといった課題が想定。

• 具体的には、春以降、「接続料の算定等に関する研究会」において、検討を深化。
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eSIMの普及への対応



eSIM普及への対応

※GSMAによるレポート（eSIM in China: the road ahead, 27 Feb 2019）より

世界のスマートフォン市場においてeSIM搭載端末が占める割合の予測

eSIMSIMプロ
ファイル

加入者情報等が書き込まれた
SIMプロファイルをダウンロー
ドしてeSIM（eUICC）に格納

顧客端末

リモートSIMプロ
ビジョニング機能

リモートSIMプロビジョニング機能（RSP）
（遠隔からSIMカードの書き換えを行うシステム）

• 現在IoT端末やタブレット端末等に利用
されているeSIMは、今後搭載端末が増
加見込み。

• 訪日外国人による通信契約、2回線目の
契約等、新たなニーズの増加が想定。

• リモートSIMプロビジョニング機能（RSP）
が開放されることで、MVNOも、eSIM
サービスの提供が可能。

• MVNOガイドラインにおいて、RSPを「開
放を促進すべき機能」 に位置付け、事
業者間協議を促進。

eSIMのグローバルの普及状況・見込み
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接続料算定の適正性・透明性の向上等



第二種指定電気通信設備制度の全国BWA事業者への適用

MVNOユーザ携帯電話事業者ユーザ

全国BWA事業者（WCP、UQ）の設備→今般指定

周波数

携帯電話事業者 (ソフトバンク、KDDI)の設備→指定済み

周波数

 電気通信事業法では、設備に接続される端末のシェアが一定規模（10％）を超えるMNOに、総務大臣の指定
により、接続料等についての接続約款の策定・届出義務等を課す「第二種指定電気通信設備制度」が規定さ
れている。

 全国BWA事業者２社（WCP、UQ）の設置する設備に接続される端末のシェアが10％を超えたため、当該２社
の設備を同制度の適用対象として指定。

※ 指定に合わせ、携帯電話事業者と一体の接続料算定を可能とする等の省令改正を実施。

※ 関係省令等は、情報通信行政・郵政行政審議会での答申を経て、2019年9月27日に公布。同年12月24日に施行。

電波利⽤の
連携

電波利⽤の
連携

（既に規律対象）

（今般の指定により
規律対象）

MVNO

【全国BWA事業者の設備を利用した「電波利用の連携」】【全国BWA事業者の設備を利用した「電波利用の連携」】 【指定により課される義務】【指定により課される義務】

• 全国BWA事業者によるネットワーク提供が、接続
会計に基づく適正原価・適正利潤により算定され
た接続料により行われる。

• 一体的に接続料を算定する場合においても、その
ネットワーク提供が、それぞれの接続会計に基づく
適正原価・適正利潤により算定された接続料により
行われる。

【全国BWA事業者の設備の指定の効果】【全国BWA事業者の設備の指定の効果】

• 接続料の算定の基礎となる接続会計の整理・公表

• 接続料等を記載した接続約款の策定・届出
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データ通信接続料における「将来原価方式」の導入

 現在、データ通信接続料は、過去の実績（原価、需要等）に基づく「実績原価方式」により算定。

 MVNOにおける予見性確保、キャッシュフロー負担軽減を図り、公正競争を確保するため、令和２
年度から、合理的な予測に基づく「将来原価方式」による算定方式を導入。

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料

過去の実績に基づき、接続料を算定。

前々年度実績
に基づき

接続料算定

① 予見性が確保されず、原価管理に支障。

② 接続料の低下局面では、相対的に高い接
続料による支払いを要し、過大なキャッシュ
フロー負担。

月々の支払い

前年度実績
に基づき
一次精算

当年度実績
に基づき
二次精算

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料

合理的な予測
に基づき

接続料算定

月々の支払い

当年度実績
に基づき

予測との乖離を精算

接続料 接続料 ・・・

合理的な予測に基づき、接続料を算定。

① 当年度の接続料の予見性が確保される。

② キャッシュフロー負担が軽減。

③ 複数年度の接続料が算定されることで、
予見性の一層の向上が期待。

「実績原価方式」（現在） 「将来原価方式」（令和２年度以降）

※ ３年度分の
接続料算定
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 主要なネットワーク設備を保有するNTT東西や携帯電話事業者に対して、他事業者が公平な条件でサービス
を提供できるよう、接続料・接続条件等に関するルールが整備されてきた。

 一方、当事者間の相対交渉により料金・条件を決定することが可能な「卸役務」による他者設備の利用が近
年拡大しており、料金等の提供条件の適正性等に関する課題が指摘されている。

事業者Ａのネットワーク 事業者Ｂのネットワーク

接続点

Ａのサービス Bのサービス

ネットワークの利用条件（料金等）
は「接続約款」による

☞厳格な規律（料金規制等）が適用

事業者Ａのネットワーク 事業者Ｂのネットワーク

接続点 Bのサービス

Ａのサービス

サービスの提供条件（料金等）
は「相対契約」による

☞原則、規制は適用されない

0

5

10

15

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

14 円/30秒

（円/30秒）
⾳声伝送（NTTドコモの場合）

接続 卸役務

524,493 円/10Mbps

0

500

1,000

1,500

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（万円/10Mbps）
データ伝送（NTTドコモの場合）

接続料

回線卸料⾦※2

回線卸料⾦※3

524,493 円/10Mbps

このほか⽉額基本料
666円/回線が必要

ネットワーク利用の方式は
当事者により選択可能

携帯電話における接続料と回線卸契約料金の推移

ただし、一部の形態
（MVNOの音声伝送等）

では卸のみが選択可能

接続は選択できない
⇒適正性確保に課題

※ 当該年度における最終的な精算値を記載。2016年度より卸役務の届出が義務化されたため、
2014年度以降の届出値を記載。

※ 2011年度から2015年度までは自主的に公表されている値、 2016年度以降は届出値を記載。

卸役務の適正性に関する課題 38



• 指定設備（一種指定設備及び二種指定設備）については、不可欠性や交渉上の優位性を有することか
ら、接続ルールにより、他事業者が利用する際の条件等に関する適正性、公平性、透明性等の
担保が図られてきた。

• この点、指定設備を用いた卸役務（指定設備卸役務）については、接続による代替が実質的に困難
な場合、他事業者は、不可欠性や交渉上の優位性に対する手当が不十分な環境で交渉を行う
こととなる。

卸役務の適正性に関する検討（接続料研究会）

• 接続による代替が実質的に困難な指定設備卸役務について、適正性等確保に向け、「接続料
の算定等に関する研究会」（座長：辻 正次 大阪大学名誉教授・神戸国際大学経済学部教授）において、次の
とおり検討中。

① 接続と卸役務の代替性検証

接続による代替が実質的に困難な可能性がある指定設備卸役務について、代替性の程
度、代替できない事由等について検証。

② 指定設備卸役務への必要な措置の検討

接続による代替が実質的に困難な指定設備卸役務について、代替性の程度等に応じ、適
正性、公平性、透明性等の確保を図る仕組みを検討。
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モバイル市場の最新の動向 40

電気通信事業法の改正

中古市場活性化

2019年10月

（定期的に市場動向をモニタリング）

二種指定制度の適用
（ＵＱ及びＷＣＰ）

残債免除プログラムの
見直し

モバイル接続料の見直し
（将来原価方式の導入）

1/27

2020 年1月

ＳＩＭロック解除ガイドライン
の改正

省令等
公布

11/110/10

プログラム
名称変更

（ソフトバンク）

2020年４月

改正法施行

要請

年内

既存の販売代理店の届出期限

ガイドライン施行
（端末単体購入者へのルール適用）

全面適用

新プログラム
提供開始
（ＫＤＤＩ）

パブコメ開始

新方式導入

制度適用

接続約款
の届出

接続約款
の届出

パブコメ

民間ガイドライン改定

9/１
中古端末SIMロック
解除の義務化開始

9/27
審議会省令等諮問

9/27
UQ及びWCPの二種
指定の公示等公布

通報窓口の開設
（随時受付）

開設

11/22

11/28

認証制度開始

12/24

答申

12/24

指定等

新プログラム
提供開始予定
（ソフトバンク）

３/272/21

新プログラム
提供開始
（ＫＤＤＩ）

楽天のMNO新規参入
本格サービス開始

4/8




